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研究成果の概要（和文）：避難行動を促進する要因に関するアンケート調査の結果、人々は災害発生の認知や行
政による避難情報をきっかけとするより、隣近所による促しや家族からの連絡といった要因に基づき避難を決定
する傾向があることがわかった。
さらには、地形条件などの地理的要因との関連に注目してみると、災害リスクが低い高台に位置するコミュニテ
ィの住民より、過去に河川氾濫の経験のある災害リスクが高い河口域のコミュニティの住民意識において、避難
情報などによるすべき／あるべきといった命令的規範に基づく避難行動より、他者による期待といった主観的規
範による適切かつ迅速な避難行動の可能性がより高いことが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：As a result of a questionnaire survey on factors that promote evacuation 
behavior, it is clarified that people tend to decide evacuation based on factors such as prompting 
by neighbors and contact from family members, rather than being triggered by awareness of disaster 
occurrence or evacuation information by the government.
Furthermore, focusing on the relationship with geographical factors such as topographical 
conditions, it became clear that residents of estuary communities with high disaster risk are more 
likely to take appropriate and prompt evacuation behavior based on subjective norms such as 
expectations of others. On the other hand, residents of communities located on high ground with low 
disaster risk are more likely to take evacuation actions based on imperative norms such as 
evacuation information.

研究分野：地域政策

キーワード： 避難行動　災害情報　ハザードマップ　防災・減災政策　地域防災力の向上

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
近年、激甚災害の増加する日本において、緊急時の適切かつ迅速な避難行動のためには、平常時の避難心理に注
目することが重要となってきている。本研究で災害避難行動に関するアンケート調査を実施し、そのような平常
時の避難心理に基づいた行動決定要因の一端を明らかにしたことは社会的貢献が大きい成果であるといえる。
くわえて、地理的条件に基づく災害リスクの地域特性の違いによって、避難の意思決定への影響要因に差異が生
じることを明らかにしたことは、学術的にも意義高いと評価できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

災害研究は学際的であり、地理学においては災害史に基づいた被害復原や、災害メカニズムの
探求に関する多くの研究蓄積がある。これらの研究によってもたらされる災害に関する概念や
知見は、政策投入される基礎科学的知識として大いに役立てられている。しかし、阪神淡路大震
災以降の度重なる大規模災害の影響もあり、地理学による研究成果が被害などの現象の記述に
とどまらず、空間科学的アプローチによる地域政策の論理基盤の形成へと応用されることが求
められている。 

また、地理学における災害研究の主要テーマの１つに避難行動に関する研究があり、GIS を
用いたシミュレーションなど、災害発生後の避難行動時の困難を予測する研究が多くみられる。
これらの研究では、避難施設や浸水想定区域といった対象物との距離空間や位相空間、さらには、
その経路で発生するさまざまなリスクによる影響を明らかにするが、避難行動の全容解明のた
めには、避難決定までの意思決定やそれに影響及ぼす平常時の避難行動意図に注目することが
必要である。 

以上のような地理学に求められる政策への指向性と、災害行動研究に欠如する行動前段階で
影響を及ぼすヒューマン・ファクターへの着眼が、本研究の研究開始当初の学術的背景である。 

 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、「災害発生後の避難行動の研究は充実しているが、避難の初期行動にあたる
意思決定に関する検証が不足しているのではないか？」という疑問のもと、避難行動に対する影
響要因を科学的に検証することにある。さらには、避難するか否かの意思決定に影響する平常時
の要因に注目することで、災害避難の地域特性を明らかにすることにある。具体的には、避難判
断に影響する被災者の人的つながりを明かにすることで、ハード面だけでなくソフト面も踏ま
えた避難困難の地理空間を明らかにする。こ
こでいう人的つながりは、情報・交通弱者と
いった社会経済的属性だけでなく、避難の集
団行動としての特徴を考慮して、表１のよう
な家族構成や周辺域に住まう親族・知人の有
無といった信頼する人々とのネットワーク
とする。 

そのようなソフト面にみられる地域の避
難特性を明らかにすることによって、防災・減災政策の実効性を高めることに寄与し、災害に関
する地域政策への地理学によるさらなる貢献となることを目指す。 

 

 

３．研究の方法 

避難判断への人的つながりの影響を考慮し、避難行動における地域の脆弱性を明らかにする
本研究は、人的つながりに関する聞き取り調査とアンケート調査、さらには、避難判断への人的
つながりの影響を避難状況やその他の災害情報との関連から検証する地理空間分析で構成され
る。 
研究 1 年目には災害行動などに関する学際的な研究レビューと対象地域での予備調査を実施

することで、避難行動にみられる課題を明らかにし、2 年目以降には対象地域での聞き取りとア
ンケート調査を実施し、避難判断に影響する人的つながりの視点から避難を助長するプッシュ
（push）要因ついて明らかにする。当初計画では、さらに、実際の被災地域における人的つなが
りと逃げ遅れ被災者との関連にみられる地域特性を GIS で分析する予定であったが、データ可
用性の観点より方針転換を図り、人的ネットワークの影響にくわえて、平常時の災害心理にみら
れう避難行動意図にも注目することにした。 
 
 
４．研究成果 
本研究では、太平洋沿岸部で南海トラフ地震による深刻な被害が予測される某市において災

害対応に関する住民アンケート調査を実施した。20018 年 11 月 15 日から 12 月 21 日の期間に、
某市の A 小学校区と B 小学校区において合計 3,264 世帯を対象とした災害対応に関するアンケ
ート調査を実施した。回収数は 1,003 で回収率は 30.73%となった。なお、2 つ小学校区を対象と
した理由は、災害リスクに関して両極端な性質を有する地域を比較することで、災害時の避難決
定要因や平常時の避難行動意図にも違いが生じると考えたからである。したがって、1 つ目の A
校区が河口部に位置しておりこれまでにも河川氾濫を経験している災害リスクの高い地区であ
る一方、2 つ目の B 校区は河川から離れた高台に位置する災害リスクの低い地区のため調査対象

家族 • 高齢者や児童などの家族構成
• 周辺に居住する親族の属性

知人 • 同級生などの周辺居住
• 職場・趣味の知人などの周辺居住

表1 避難の意思決定に影響する人的つながり



 

 

とした。 
アンケート調査票では、（１）避難行動の決定要因について知覚・情報・つながりの 3 つのカ

テゴリーで聞き、知覚が①強い揺れと②豪雨・水位上昇、情報が③気象情報と④避難指示・勧告、
つながりが⑤近所の促しと⑥家族の連絡の 6 つのどれが避難のプッシュ要因として最も影響す
るかを検討した。（２）①リスク認知、②効果評価、③コスト、④記述的規範、⑤主観的規範、
⑥命令的規範の 6 つの災害心理についての賛否を確認することで、平常時における避難行動意
図や避難行動を規定する心理的要因から避難のプッシュ要因について検討した。（３）被災時に
おける頼りや避難の完了を誰に伝えるかなど、またそれらの人々との地理的な距離についてた
ずねることで、避難行動に資する人的ネットワークの詳細を明らかにしようと試みた。 
 
（１）避難行動の決定要因 
 知覚・情報・つながりの 3 カテゴリーでたずねた結果、強い揺れや豪雨・水位上昇などの知覚
要因によって避難するとの回答が多くなったが避難しないとの回答も一定数あり、地域住民の
避難トリガーとして十分機能するとは限らない。くわえて、リスクの低い高台の校区の方が避難
しないとの回答割合も多くな
るため、地域差が生まれる可
能性も懸念される。つぎに、
気象情報と避難指示・勧告の
情報要因では避難するより避
難しないの回答割合が高くな
った。最後に、つながり要因
による避難の可能性が最も高
く、近所の促しによる避難が
約 40%で家族からの連絡によ
る避難も 30%弱と災害リスク
による地域差も見られず、避
難行動の決定要因として高機
能であることがわかった。 
 
（２）平常時の災害心理にみる避難行動意図 

「大きな被害に遭う可能性があると思う」というリスク認知、「避難によって被害を軽減でき
ると思う」という効果評価、「災害発生時ほかの何より避難を優先しようと思う」というコスト
の 3 つの災害心理については、災害リスクの高い河口部の校区において平常時の避難行動意図
が低リスク校区より高いという結果になった。一方で、「近所の人は私に対して「発災時は避難
した方が良い」と考えていると思う」という主
観的規範と「避難指示が発令されたらすぐに避
難すべきだと思う」という命令的規範の比較に
おいて興味深い結果が得られた。 
主観的規範とは、他者が自分に対してある行

動を行うことをどの程度期待しているかとい
った社会規範で、命令的規範とは「すべき／あ
るべき」といった当為的な社会規範である。表
では、主観的規範が災害リスクの高い A 校区で
低リスクの B 校区より高く、逆に命令的規範は
B 校区の方が A 校区より高くなっている。した
がって、平常時の心理的要因が実際の避難行動
を左右すると仮定すれば、災害リスクの低い地
域では避難勧告などの行政情報によって避難
を促進しやすいが、リスクの高い地域ではコミ
ュニティのつながりがより効果的に機能する
可能性が確認できた。 
 
（３）避難行動に資する人的ネットワーク 
避難時に頼れそうな知人がどのような間柄かをたずねると、最も多かったのが「近所の知り合

い」の約 5 割で「親しい友人」の 4 割弱が次点となった。また、避難時に頼りにできそうな親族
と知人が、どの程度距離の離れたエリアに住んでいるかをたずねた結果、町内もしくは市内との
親族・知人ネットワークが避難行動に影響していることがわかった。しかしながら、災害リスク
が高い地区と低リスク地区においては、高リスク地区の方が近い親族や隣近所などの身近な存
在を信頼する傾向が強いといった予測を立てたが、避難行動に資する人的ネットワークに地域
特性は確認できなかった。 
 
住民目線のハザードマップの整備、水害対応タイムラインの策定、プッシュ型の情報配信の強

主観的規範 命令的規範
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て、「発災時は避難
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避難指示が発令され
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85 149
(22.2) (38.9)

61 131
(15.9) (34.2)

79 281
(12.8) (45.5)

63 236
(10.2) (38.2)

　　占める割合。

※ 「そう思う」との回答のみ抽出。括弧内は全体に
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化といった水防災意識社会再構築ビジョンに基づく防災・減災のためのソフト対策の進展は、阪
神淡路大震災以降に注目され始めた防災における自助の役割をさらに拡大し、適切な避難行動
が今以上に個人の判断に委ねられることを示唆している。そのような社会情勢においては、自然
災害から身を守るのは従来の「行政まかせ」ではなく「自分事」であるとの意識がさらに浸透し
ていくだろう。 
本研究の成果は、「どのような条件下で人々は避難すると決断するのだろうか？」の一端を人

的ネットワークと災害心理より明らかにできたことであり、今後、自然災害に対して脆弱な地域
から人命を守るためには、警戒レベルなどの防災情報による避難行動の側面的支援に加えて、隣
近所の住人や親しい友人などによる防災ネットワークの構築が望まれることを提起できたこと
に研究の意義を見出すことができる。 
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